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2018 年第 2 号 
 
今回のテーマ︓クロスボーダー税制・中国投資資⾦還元の新財税優遇措置の公布について 
 
背景 
国務院は 2017 年 8 月に《外資増加の促進に関する若⼲措置の通知》（国発[2017]39 号）を
公布した。中国における外資の継続的な拡大投資を奨励・外資利⽤と対外投資の結合を促進する
ことを明確にした財税支援政策である。 
2017 年年末に、財政部・国家税務総局・国家発展改⾰委員会・商務部より、「国外投資者が利
益分配により直接投資する場合の所得税暫定非課税措置政策問題に関する通知（財税
[2017]88 号、以下、88 号文）」と「国外所得に対する税収控除・免除政策の完備に関する通知
（財税[2017]84 号、以下、84 号文）」が公布され、2017 年１月１⽇に遡及して施⾏される。
88 号文と 84 号文は外資企業の再投資と中国の居住者企業の海外投資に重大な利益をもたら
す。 
 
テ ー
マ 

「引進来」 
中国における外資企業の再投資免税 

「走出去」 
国外収益の免除・控除税務優遇拡大 

目的 中国における外資の継続的な拡大投資を奨励
するため、88 号文は、国外投資者が中国国内
居住者企業から配分される利益を奨励類投資
項目に直接投資し、規定条件を満たす場合、納
税繰延政策が適用されると規定した。 
（88 号文が発表される前、非居住者企業が取
得する中国国内の配当所得について 10%の税
率で源泉所得税が徴収された。） 

我が国の「⼀帯⼀路」戦略実施及び中国国内
居住者企業の対外投資の活発化に伴い、現
政策では複数国（地区）へ投資した企業の
国外収益の免除・控除の限度額の過少・投資
階級が少なく、「走出去」企業の実際状況と⼀
定の差異があり、⼀部分の税額は免除・控除
できない。 
84 号文の発表は税収免除・控除政策を全業
界に拡大し、「走出去」企業にとってよりよい政
策環境となった。 
（84 号文が発表される前、特定業界（石油
企業）のみ適用された。） 

主要
内容 

国外投資者は納税繰延優遇措置を適⽤する場
合、以下の条件を全て同時に満たさなければな
らない。 
 直接投資―分配された利益を直接投資す

ること（増資、新設、持分買収などの資本
投資を含む。）。 

 実際分配―中国国内居住者企業から投
資者に実際に分配され且つ実現された収
益による利息、配当⾦など資本投資収益
で あ る こ と （ 前 年 度 の 留 保 利 益 を 含
む。）。 

 直接的支払―投資したの資⾦（資産）は
直接投資先企業または持分譲渡企業の口
座に振り込まなければならないこと（中間で
所有が移転することは許されない。）。 

 企業は国外源泉とする課税所得額につ
き、国（地区）別に計算する方法、又は
国（地区）を問わずまとめて計算する方
法のいずれか⼀つを選択し、控除可能な
国外所得税税額及び控除限度額をそれ
ぞれ計算することができる。⼀旦計算方法
を選定した場合、5 年間変更してはならな
い。 

 企業が国外で取得した持分配当所得に
つき、規定に従い当該企業の国外株式
配当所得の控除可能な所得税額及び控
除限度額を計算する場合、当該企業が
直接又は間接的に 20%以上の株式を
保有する外国企業は、財税[2009]125
号文に定める株式保有方式にて確定の
五階級までの外国企業に限定する。 



 
⾒逃しなく 
 事前備案・後続管理が実施される。 
 利益分配を⾏う企業は国外投資者が提出する資料を適切に審査し、適⽤条件を満たされる場

合、所轄税務機関への備案を⾏い、源泉所得税は暫定的に徴収しない同時に主管税務機関
に執⾏状況を報告する。 

 税務機関の後続管理において、国外投資者が納税繰延優遇措置を享受する条件を満たして
いないと判断された場合、利益配分に属する企業責任を除いて、国外投資者が規定通りに税
⾦申告をしていないとみなされ、法律に基づき納税遅滞の責任が問われ、税⾦納付遅延が生じ
た期間は、関連利益を処分した⽇から計算される。 

 納税繰延優遇政策の対象である国外投資者が実際にはこれを享受していない場合、関連税
⾦の実際納付⽇から 3 年以内に当該政策享受の追加申請を⾏うことができ、納付済みの税⾦
の還付を受けることができる。 

 国外投資者が納税繰延優遇政策を享受した後、持分譲渡、買戻し、清算等の方式で当該部
分の納税繰延優遇政策を享受した直接投資を実際に回収した場合、実際に関連代⾦を取得
した⽇から 7 ⽇以内に税務部門に繰延税⾦の納付を申告しなければならない。 

 持分譲渡、買い戻し、清算などの方法で政策による優遇を実際回収した直接投資について、関
連⾦額が回収された 7 ⽇以内、税務部門に繰延税⾦の納付を申告しなければならない。 

 納税繰延優遇政策を享受した後、被投資先企業が再編され、特殊性税務処理が⾏われる場
合、国外投資者は源泉所得税の暫定的不徴収の政策を継続して享受することができる。 
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